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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 22,543,183

①生活インフラ・国土保全 47,184,309 (2) 長期未払金

②教育 19,999,373 ①物件の購入等

③福祉 4,021,884 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 1,358,689 ③その他

⑤産業振興 15,624,524 長期未払金計 1,982,034

⑥消防 589,103 (3) 退職手当引当金 5,713,279

⑦総務 5,243,676 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 94,021,558 固定負債合計 30,238,496

(2) 売却可能資産 1,415,616

公共資産合計 95,437,174 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 2,444,054

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 392,074

①投資及び出資金 517,096 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 233,149

投資及び出資金計 517,096 流動負債合計 3,069,277

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 33,307,773

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,244,411

③土地開発基金 812,874 [純資産の部]

④その他定額運用基金 158,055 １　公共資産等整備国県補助金等 19,276,719

⑤退職手当組合積立金 439,092

基金等計 2,654,432 ２　公共資産等整備一般財源等 60,905,593

(4) 長期延滞債権 661,129

(5) 回収不能見込額 △ 154,022 ３　その他一般財源等 △ 11,503,731

投資等合計 3,678,635

４　資産評価差額 466,871

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 69,145,452

①財政調整基金 2,305,710

②減債基金 36,714

③歳計現金 910,028

現金預金計 3,252,452

(2) 未収金

①地方税 94,714

②その他 9,318

③回収不能見込額 △ 19,068

未収金計 84,964

流動資産合計 3,337,416

資　　産　　合　　計 102,453,225 負 債 ・ 純 資 産 合 計 102,453,225

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち18,321,718千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 41,589,227 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 24,987,237 千円 24,987,237 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 2,374,108 千円 2374108 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 6,376,261 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 2,138,342 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 5,713,279 千円 5,713,279 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 27,297,919 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 4,407,602 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 465,554 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 22,424,763 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 14,291,308 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は10,388,480千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は73,009,812千円です。

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地方
債・（長期）未払金・引当

金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

2,138,342

0

0

0

2,268,764

1,238

27,392

7,903,653

2,039,659

969,434

5,132,910

0

0

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

282,958

431,728

貸借対照表
(平成22年3月31日現在)

0

6,376,261

1,982,034

1,057,993

1,586,030

4,277,964

7,903,653

0

 

－ １ － 



 

行政コスト計算書
自　平成21年4月  1日

至　平成22年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 3,608,860 19.2% 300,073 646,966 624,543 415,571 406,924 102,760 903,173 208,850 0

（２）退職手当引当金繰入等 1,271,471 6.8% 79,930 258,984 254,046 171,307 120,704 20,101 348,159 18,240 0

１ （３）賞与引当金繰入額 233,149 1.2% 13,258 44,120 42,297 28,332 20,705 6,992 63,175 14,270 0

小　　計 5,113,480 27.2% 393,261 950,070 920,886 615,210 548,333 129,853 1,314,507 241,360 0

（１）物件費 2,473,465 13.2% 99,630 711,664 342,571 416,779 238,903 46,092 611,337 6,489 0

（２）維持補修費 147,955 0.8% 85,720 26,187 4,224 2,733 24,171 471 4,449 0

（３）減価償却費 3,730,348 19.9% 1,340,843 545,915 225,198 125,748 1,156,245 84,711 251,688

小　　計 6,351,768 33.8% 1,526,193 1,283,766 571,993 545,260 1,419,319 131,274 867,474 6,489 0

（１）社会保障給付 1,545,220 8.2% 24,572 1,519,385 1,263

（２）補助金等 3,581,123 19.1% 8,741 146,964 622,125 718,009 352,761 783,003 942,406 7,114 0

３ （３）他会計等への支出額 1,433,361 7.6% 322,567 0 946,058 142,290 22,446 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

319,597 1.7% 48,700 0 79,140 47,093 141,272 0 3,392 0

小　　計 6,879,301 36.6% 380,008 171,536 3,166,708 908,655 516,479 783,003 945,798 7,114 0

（１）支払利息 425,601 2.3% 425,601

（２）回収不能見込計上額 6,184 0.0% 6,184

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 431,785 2.3% 0 0 0 0 0 0 0 0 425,601 6,184 0

18,776,334 2,299,462 2,405,372 4,659,587 2,069,125 2,484,131 1,044,130 3,127,779 254,963 425,601 6,184 0

（　構　成　比　率　） 12.2% 12.8% 24.8% 11.0% 13.2% 5.6% 16.7% 1.4% 2.3% 0.0% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 551,474 44,782 1,076 74,210 289,474 1,702 0 14,932 0 0 0 125,298

２ 分担金・ 負担金・ 寄附 金 ｃ △ 749 0 0 △ 66 0 △ 683 0 0 0 0 0 0

550,725 44,782 1,076 74,144 289,474 1,019 0 14,932 0 0 0 125,298

ｄ／ａ 2.93% 1.9% 0.0% 1.6% 14.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0%

18,225,609 2,254,680 2,404,296 4,585,443 1,779,651 2,483,112 1,044,130 3,112,847 254,963 425,601 6,184 0 △ 125,298（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

 

－
 
２

 
－

 



 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 68,787,927 18,801,938 59,989,724 △ 10,487,251 483,516

純経常行政コスト △ 18,225,609 △ 18,225,609

一般財源

地方税 3,515,992 3,515,992

地方交付税 9,475,124 9,475,124

その他行政コスト充当財源 570,253 570,253

補助金等受入 5,041,400 1,379,508 3,661,892

臨時損益

災害復旧事業費 △ 14,891 △ 14,891

公共資産除売却損益 11,901 11,901

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,135,031 △ 1,135,031

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 251,149 △ 251,149

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 282,855 282,855

減価償却による財源増 △ 904,727 △ 2,398,853 3,303,580

地方債償還等に伴う財源振替 2,211,397 △ 2,211,397

資産評価替えによる変動額 △ 16,645 △ 16,645

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0

期末純資産残高 69,145,452 19,276,719 60,905,593 △ 11,503,731 466,871

純資産変動計算書
自　平成21年4月  1日

至　平成22年3月31日

 

－
 
３

 
－

 



 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成21年度における一時借入金の借入限度額は2,530,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は132千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

3,295,884
308,811

359,589

23,058,377
3,123,100

0
23,180,383

910,028

11,901

83,026

199,572

△ 3,566,530

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

413,141

372,462

0

△ 122,006

1,032,034

0

104,645

0

0

1,459,095

2,139,000

0

145,241

3,743,336

△ 2,168,679

3,766,102

48,084

2,870,415

130,633

0

62,000

760,275

19,115,469

5,613,203

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

5,912,015

425,601

1,025,743

319,597

3,463,925

9,475,124

3,582,305

516,430

187,364

5,525,579

1,545,220

3,556,752

15,313

66,839

984,100

162,846

13,502,266

資金収支計算書
自　平成21年4月  1日

至　平成22年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

4,312,639

2,473,465

 

－ ４ － 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結財務書類４表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 57,575,287 ①普通会計地方債 22,543,183

②教育 19,999,373 ②公営事業地方債 10,280,101

③福祉 4,021,884  地方公共団体計 32,823,284

④環境衛生 9,933,692 (2) 関係団体

⑤産業振興 17,545,858 ①一部事務組合・広域連合地方債 1,634,379

⑥消防 589,103 ②地方三公社長期借入金 0

⑦総務 5,683,432 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 1,634,379

⑨その他 0 (3) 長期未払金 1,982,034

有形固定資産計 115,348,629 (4) 引当金 6,054,429

(2) 無形固定資産 574,103 （うち退職手当等引当金） 6,051,754

(3) 売却可能資産 1,537,880 （うちその他の引当金） 2,675

公共資産合計 117,460,612 (5) その他 0

固定負債合計 42,494,126

２　投資等 ２　流動負債

(1) 投資及び出資金 141,097 (1) 翌年度償還予定額

(2) 貸付金 0 ①地方公共団体 2,831,409

(3) 基金等 3,197,768 ②関係団体 303,574

(4) 長期延滞債権 963,530  翌年度償還予定額計 3,134,983

(5) その他 340 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 32,778

(6) 回収不能見込額 △ 218,099 (3) 未払金 548,769

投資等合計 4,084,636 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

(5) 賞与引当金 251,077

(6) その他 18,113

３　流動資産 流動負債合計 3,985,720

(1) 資金 4,826,718

(2) 未収金 4,943,025 負　　債　　合　　計 46,479,846

(3) 販売用不動産 0

(4) その他 26,211 [純資産の部]

(5) 回収不能見込額 △ 1,440 １　公共資産等整備国県補助金等 0

流動資産合計 9,794,514 ２　公共資産等整備一般財源等 0

３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 0

４　繰延勘定 0 ５　資産評価差額 0

純　 資　 産　 合　 計 84,859,916

資　　産　　合　　計 131,339,762 負 債 及 び 純 資 産 合 計 131,339,762

連結貸借対照表
（平成２２年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 4,294,133 13.4% 327,550 646,966 760,812 729,691 552,939 136,364 930,805 209,006 0

（２）退職手当等引当金繰入等 1,390,700 4.3% 79,930 258,984 270,946 269,813 120,859 20,101 351,827 18,240 0

１ （３）賞与引当金繰入額 251,077 0.8% 13,258 44,120 42,297 44,625 20,705 6,992 64,810 14,270 0

小　　計 5,935,910 18.5% 420,738 950,070 1,074,055 1,044,129 694,503 163,457 1,347,442 241,516 0

（１）物件費 3,675,478 11.4% 106,026 711,664 563,983 987,475 610,091 46,092 643,308 6,839 0

（２）維持補修費 256,939 0.8% 85,755 26,187 4,224 99,043 31,628 471 9,631 0

（３）減価償却費 4,528,670 14.1% 1,617,981 545,915 225,198 504,043 1,277,692 84,711 273,130 0

小　　計 8,461,087 26.3% 1,809,762 1,283,766 793,405 1,590,561 1,919,411 131,274 926,069 6,839 0 0

（１）社会保障給付 11,684,782 36.4% 24,572 11,658,947 1,263

（２）補助金等 4,673,214 14.6% 78,235 146,964 2,405,281 52,589 362,310 780,559 840,156 7,120 0

（３）他会計等への支出額 62,894 0.2% 1,046 0 30,137 △ 2,605 34,316 0 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

326,514 1.0% 55,617 0 79,140 47,093 141,272 0 3,392 0 0

小　　計 16,747,404 52.1% 134,898 171,536 14,173,505 98,340 537,898 780,559 843,548 7,120 0

（１）支払利息 575,926 1.8% 575,926

（２）回収不能見込計上額 45,859 0.1% 45,859

（３）その他行政コスト 350,481 1.1% 123,553 0 107,903 5,632 112,659 594 140 0 0

小　　計 972,266 3.0% 123,553 0 107,903 5,632 112,659 594 140 0 575,926 45,859 0

32,116,667 2,488,951 2,405,372 16,148,868 2,738,662 3,264,471 1,075,884 3,117,199 255,475 575,926 45,859 0

（　構　成　比　率　） 7.7% 7.5% 50.3% 8.5% 10.2% 3.3% 9.7% 0.8% 1.8% 0.1% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 812,908 44,782 1,076 74,210 550,908 1,702 0 14,932 0 0 0 125,298

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 5,939,295 54,968 0 4,977,330 88,489 △ 503 34,197 2,400 0 35,923 0 746,491

３ 保 険 料 1,989,506 1,989,506

４ 事 業 収 益 1,125,642 65,359 0 0 563,861 496,422 0 0 0 0 0

5 その他特定行政サービス 収入 △ 385,211 12,697 0 89,062 △ 672,342 323,505 △ 34,095 △ 104,038 0 0 0 0

6 他 会 計 補 助 金 等 △ 30,056 0 0 0 △ 30,056 0 0 0 0 0 0 0

9,452,084 177,806 1,076 7,130,108 500,860 821,126 102 △ 86,706 0 35,923 0 871,789

ｂ／ａ 29.4% 7.1% 0.0% 44.2% 18.3% 25.2% 0.0% -2.8% 0.0% 6.2% 0.0%

22,664,583 2,311,145 2,404,296 9,018,760 2,237,802 2,443,345 1,075,782 3,203,905 255,475 540,003 45,859 0 △ 871,789（ 差引） 純経常行政コス ト ａ －ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日

２

３

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

 

－
 
６

 
－

 



 

（単位：千円）

純資産合計

期首純資産残高 83,013,658

純経常行政コスト △ 22,664,583

一般財源

地方税 3,515,992

地方交付税 9,475,124

その他行政コスト充当財源 604,496

補助金等受入 11,035,659

臨時損益

災害復旧事業費 △ 14,891

公共資産除売却損益 11,645

投資損失 0

収益事業純損失 0

損失補償等引当金繰入 0

出資の受入・新規設立 26,732

資産評価替えによる変動額 △ 16,645

無償受贈資産受入 0

その他 △ 127,271

期末純資産残高 84,859,916

連結純資産変動計算書
自　平成２１年４月 １ 日

至　平成２２年３月３１日

 

－
 
７

 
－

 



 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

5,060,334

3,675,873

11,684,782

4,648,843

連結資金収支計算書
自　平成２１年４月　１日

至　平成２２年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

5,537,144

1,933,690

1,026,081

26,220,690

3,463,925

32,443,873

984,100

0

0

6,223,183

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

575,926

574,932

185,695

571,176

9,475,124

8,226,728

777,076

263,134

6,798,995

0

27,491

7,169,704

0

326,514

0

16,704

3,570,005

48,084

1,893,404

2,717,711

0

0

0

149,040

4,760,155

△ 2,409,549

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

62,000

151,948

0

218,463

0

0

181,815

4,013,852

0

104,645

0

0

15,400

0

11,901

4,826,718

350,409

△ 3,663,443

30,778

180,969

4,645,749

0

 

－ ８ － 



 

１ 貸借対照表（バランスシート） 
 

   年度末（３月３１日）における市の財産（住民サービスを提供するために所有してい

る土地や建物などの資産）と、その財産をどのような財源（負債・純資産）で調達して

きたのかを総括的に対照表示した財務書類です。資産合計額（左側）と負債・純資産合

計額（右側）が一致し、左右がバランスしていることからバランスシートとも呼ばれて

います。 

「資産」からは、これからの世代に残る財産状況、これまでに投資された資金の使途

状況がわかります。 

また、「負債」からはこれからの世代が負担しなければならない借入金状況など、「純

資産」からは、これまでの世代が負担した資金状況などがわかります。 

 

借   方 貸   方 

公共資産 954 億 3,717 万円 地方債 249 億 8,723 万円 

 
有形固定資産 940 億 2,156 万円 未払金 23 億 7,411 万円 

売却可能資産 14 億 1,561 万円 退職手当引当金 57 億 1,328 万円 

投資等 36 億 7,863 万円 賞与引当金 2 億 3,315 万円 

流動資産 33 億 3,742 万円 負債合計 333 億 0,777 万円 

 

財政調整基金 23 億 0,571 万円 

純資産合計 691 億 4,545 万円 
減債基金 3,671 万円 

歳計現金 9 億 1,003 万円 

未収金 8,497 万円 

資産合計 1,024億5,322万円 負債・純資産合計 1,024億5,322万円 

 

 

 

 

借  方 貸  方 

資産合計 

2,434,435 円 

負債合計 

  791,440 円 

純資産合計 

1,642,995 円 
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公
共
資
産
…
市
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ら
れ
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市民１人あたりに換算すると… 

用
語
の
解
説 

人口 42,085 人 

（平成22.3.31現在） 
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２ 行政コスト計算書 

 

   １年間の行政サービス（資産形成を除く）を提供するために要した費用と、その対価

として得られた収益（財源）を対比させた財務書類です。 

経常的な行政サービスにかかる費用と受益者負担でどの程度費用が賄われたかがわか

ります。 

 

経常行政コスト 187 億 7,633 万円 

 
人にかかるコスト 51 億 1,348 万円 

物にかかるコスト 63 億 5,177 万円 

 移転支出的なコスト 68 億 7,930 万円 

 その他のコスト 4 億 3,178 万円 

経常収益 5 億 5,072 万円 

純経常行政コスト 182 億 2,561 万円 

 

 

 

 

経常行政コスト(合計) 446,153 円 

 
人にかかるコスト 121,504 円 

物にかかるコスト 150,927 円 

 移転支出的なコスト 163,462 円 

 その他のコスト 10,260 円 

 

 

市民１人あたり経常収益    市民１人あたり経常行政コスト(合計) 

13,086 円                 446,153 円 

 

 

 ▲ 433,067 円 

 ※地方税や国・県からの交付金などで賄っています。 
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市民１人あたりに換算すると… 

から を差し引くと… 

用
語
の
解
説 
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３ 純資産変動計算書 

 

貸借対照表の純資産の部に計上されている数値が１年間でどのように変化したかを表

している財務書類です。純資産の部には今までの世代が負担してきた金額が計上されて

いますので、１年間でその金額が増えたのか減ったのかがわかります。 

 

期首純資産残高 687 億 8,793 万円 

 純経常行政コスト △ 182 億 2,561 万円 

 一般財源 135 億 6,137 万円 

 補助金等受入 50 億 4,140 万円 

 臨時損益 △ 299 万円 

 資産評価替えによる変動額 △ 1,665 万円 

期末純資産残高 691 億 4,545 万円 

 

 

４ 資金収支計算書 

 

市の歳入・歳出を性質の異なる３つの区分（活動）に分けて表示した財務書類です。 

この３つの区分により、市がどのような活動に資金を必要とし、それをどのように賄

ったのかがわかるとともに、歳計現金をどのような性質の活動で獲得し、また使用して

いるのかを読み取ることができます。 

 

経常的収支額 56 億 1,320 万円 

公共資産整備収支額 △ 21 億 6,868 万円 

投資・財務的収支額 △ 35 億 6,653 万円 

 当年度歳計現金増減額 △ 1 億 2,201 万円 

 期首歳計現金残高 10 億 3,204 万円 

期末歳計現金残高 9 億 1,003 万円 
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５ ４表の相互関係 
 

 ① 貸借対照表の純資産合計は、国・県からの補助金や市の財源で、すでに負担した部

分を表し、この純資産の変動を表したものが純資産変動計算書です。 

（貸借対照表の純資産合計と純資産変動計算書の期末純資産残高は一致します。） 

 

② 行政コスト計算書は、純資産変動計算書中の純経常行政コストのくわしい内訳書で

す。 

（行政コスト計算書の純経常行政コストと純資産変動計算書の純経常行政コストは

符号違いで一致します。） 

 

③ 資金収支計算書は歳計現金の動きを表す計算書で、期末歳計現金残高は貸借対照表

の歳計現金と一致します。すなわち、資金収支計算書は貸借対照表中の歳計現金にか

かる増減明細書です。 
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連結財務書類４表 
 

 田村市では、普通会計で実施している事業のほかにも、公営企業会計では上下水道事業、

特別会計では国民健康保険事業や介護保険事業など、市民と密接なかかわりをもつ事業を

行っています。また、こうした市みずからが行う事業とは別に、消防やごみ・し尿処理業

務などの一部事務組合等と連携協力して実施する行政サービスもあります。 

 このように、田村市の財政は普通会計のみで成り立っているのではないため、真の田村

市全体の資産や負債等の財政状況を把握するためには、田村市と連携して行政サービスを

提供している関係団体を、田村市と連結してひとつの行政サービスの実施主体とみなし、

その資産及び負債、行政コスト、資金収支等の状況を総合的に明らかにする必要がありま

す。このことから本年度は、普通会計財務書類にとどまらず連結財務書類をも作成しまし

た。 

【連結対象の範囲】 

区  分 会計・法人名等 主たる行政目的 

田 
 

 
 

村 
 

 
 

市 

普通会計 

一般会計 

 授産場事業特別会計 

診療所事業特別会計 

公営企業会計 

（法適用） 
水道事業会計 環境衛生 

公営企業会計 

（法非適用） 

滝根町観光事業特別会計 産業振興 

農業集落排水事業特別会計 産業振興 

宅地造成事業特別会計 生活インフラ・国土保全 

公共下水道事業特別会計 生活インフラ・国土保全 

特別会計 

国民健康保険特別会計 福祉 

老人保健特別会計 福祉 

介護保険特別会計 福祉 

後期高齢者医療特別会計 福祉 

田村地方介護認定審査会特別会計 福祉 

一部事務組合・ 

広域連合 

田村広域行政組合 環境衛生 

郡山地方広域消防組合 消防 

小野町地方綜合病院企業団 環境衛生 

福島県市町村総合事務組合 消防 

福島県後期高齢者医療広域連合 福祉 

 

 

第３セクター 

(財)田村市滝根観光振興公社 産業振興 

(株)田村市常葉振興公社 産業振興 

(株)ハム工房都路 産業振興 

(株)まちづくりふねひき 産業振興 
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※相殺消去について 

 連結財務書類は、連結の対象となる会計並びに一部事務組合・広域連合及び第３セクタ

ーを一つの行政サービス実施主体とみなして作成しています。そのため、連結の対象とな

る会計並びに一部事務組合・広域連合及び第３セクターの間で行われている資金の出資（受

入）、貸付（借入）、返済（回収）、繰出（繰入）等の取引は、単にお金の置き場が変わった

にすぎないため、これらの内部取引は相殺消去を行っています。 

 

※その他 

 ・連結財務書類は、市と連携協力して公共サービスを実施している団体・法人等を連結

して、一つの行政サービス実施主体とみなして作成したものであり、連結対象の団体・

法人等の資産、債務、コスト、収益等が市に帰属するものではありません。 

 

 ・郡山地方広域消防組合は連結対象団体ですが、当該組合の財務書類が作成されません

でしたので、今回の連結財務書類の作成には含まれていません。 
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